

収支報告書についての補足説明

【収入の部】
· 年会費30,000円×274機関（4月新規署名機関含む）に、5月以降の中途加入（月割会費）14機関を加え、計288機関が入金済（うち3機関が年度内に失効・撤回のため、2020年3月31日時点署名機関数は285機関）。
【支出の部】
· 「人件費」予算比333,600円増について
「各種照会への対応、会費徴収・支出の管理事務」約83,400円増
署名機関増加に伴う問合せ対応やリスト管理・更新の作業が増えた。
「その他」予算比250,200円増について
「脱炭素社会実現に向けた金融行動に関する緊急提言」の策定・発表をサポートする作業（とりまとめやメディアへの広報など）が増えた（2019年度第3回運営委員会において、本要因による増加を踏まえた見込人件費支出については、お知らせ済）。
· 「その他経費」予算比919,475円減について
· 3月4日開催で準備を進めた総会・意見交換会が、新型コロナウイルス感染拡大防止のため書面開催・中止となったことを受けて、会場費及び印刷製本費あわせておよそ75万円が未執行となった。
· 意見交換会に関する外部講師依頼不要により、諸謝金が予算の半額程度であった。
· [bookmark: _GoBack]事務局管理運営費　月額50,000円×12か月を計上について
21世紀金融行動原則が任意団体であり、個別の事務所は持たず、一般財団法人地球・人間環境フォーラム内に事務局を置いているため、家賃、光熱費、PCリース代、印刷機リース代、その他コピー用紙などの消耗品、日常通信費等に充当するもの（昨年度と同様）。
